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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第80期

第１四半期
連結累計期間

第81期
第１四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

 売上高　　　　　　　　　　　　（百万円） 10,913 11,079 44,456

経常利益　　　　　　　　　　　（百万円） 586 1,137 1,992

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益　　　　　（百万円）

1,217 705 2,651

四半期包括利益又は包括利益　　（百万円） 2,013 1,719 3,990

純資産額　　　　　　　　　　　（百万円） 46,527 49,343 48,296

総資産額　　　　　　　　　　　（百万円） 68,693 71,477 70,306

１株当たり四半期（当期）純利益　　（円） 54.08 31.27 117.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益　　　　　　　（円）

53.53 30.98 116.41

自己資本比率　　　　　　　　　　　（％） 67.0 68.4 68.0
 

(注)　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を

与える可能性があると認識している主要なリスクの発生または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 
（１） 財政状態及び経営成績の状況

（単位：百万円）

 
前第１四半期

連結累計期間

当第１四半期

連結累計期間
対前期増減 対前期増減率

売上高 10,913 11,079 165 1.5％

営業利益 188 325 136 72.1％

経常利益 586 1,137 551 94.0％

親会社株主に帰属

する四半期純利益
1,217 705 △511 △42.0％

 

 
当第１四半期連結累計期間の世界経済は、一部に足踏みがみられたものの、持ち直しの動きが続く一方、ウクラ

イナ情勢等による不透明感や、中国での経済活動抑制の影響が残る中で、原材料価格の上昇や供給面での制約など

厳しい状況が続き、さらに世界的な金融引き締めが進む中で金融資本市場の変動や物価上昇がみられました。この

ような状況において、当社グループはグループ会社間の連携強化により製品の供給継続を確保し、各拠点での拡販

に注力するとともに販売価格の改定を進め、また事業運営の効率化を推進いたしました。

この結果、当社グループの業績は、売上高は110億79百万円（前年同期比1.5％増）となりました。新型コロナウ

イルス感染症の主流がオミクロン株となり、日本に先立って経済活動の制約が緩和された海外市場において印刷イ

ンキの販売は堅調に推移しましたが、国内市場における印刷インキや硬化剤の販売は前年同期の水準に止まりまし

た。一方、液晶ディスプレイ関連市場向けの特殊ＵＶインキの販売は、パネルメーカー各社の生産調整の影響によ

り前年同期を下回りました。

営業利益は、３億25百万円（前年同期比72.1％増）となりました。原材料コスト増加の影響を受けましたが、継

続的に販売価格の改定に取り組んだことに加え、高付加価値製品の販売が堅調に推移しました。

経常利益は、主に為替差益の増加により、11億37百万円（前年同期比94.0％増）となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、７億５百万円（前年同期比42.0％減）となりました。前年同期は香港の

連結子会社の固定資産売却益を特別利益に計上していたことから、減益となりました。

なお、当社グループは印刷インキ事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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当第１四半期連結会計期間末における総資産については、前連結会計年度末に比べて11億70百万円増加し、714

億77百万円となりました。主な増加要因は、現金及び預金６億74百万円、有形固定資産２億１百万円、投資有価証

券１億41百万円であります。

負債については、前連結会計年度末に比べて１億23百万円増加し、221億34百万円となりました。主な増加要因

は、電子記録債務５億32百万円、短期借入金４億12百万円、流動負債（その他）５億63百万円であり、主な減少要

因は支払手形及び買掛金６億68百万円、賞与引当金３億21百万円、長期借入金１億85百万円であります。

純資産については、前連結会計年度末に比べて10億47百万円増加し、493億43百万円となりました。主な増加要因

は親会社株主に帰属する四半期純利益が７億５百万円、為替換算調整勘定が10億60百万円であり、主な減少要因は

配当金の支払い６億76百万円であります。

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、印刷用インキは原油派生品であり、また輸入植物油

等が主原料となっており、原油価格及び為替相場の変動や原材料の調達価格の影響を受けることになります。原材

料購入先の見直しや、使用量の多い原材料の価格交渉を継続的に行うことで、原料原価の上昇を極力抑制し、コス

ト削減に取り組むとともに、自助努力の限界を超える上昇分についてはユーザーへの理解、協力のもと製品価格の

値上げを推進する方針であります。

当社グループにとって、当連結会計年度は第二期中期経営計画の初年度にあたり、当社グループが2030年ビジョ

ンを達成するための重要な年度となります。印刷インキ製品については、「軟包装分野へのＥＢインキ展開に向け

た基礎活動」、「ラベル、紙器分野へのＵＶインキ拡販に向けた製品開発および販売促進」、「ＵＶインキへの集

中のための基盤整備」、機能性材料製品については、「中国新子会社の事業立ち上げ」、「新規開発目標の達

成」、「生産キャパシティーの引き上げ」を重点施策として取り組み、また「ＩＲの質的向上」、「ＩＴ基盤整

備」、「人材育成の推進」など、事業を支える基盤整備を進めてまいります。

 
（２） 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

 前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
（３） 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（４） 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発活動の総額は、２億26百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
（2022年６月30日）

提出日現在
発行数(株)

（2022年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,650,040 22,664,240
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数100株

計 22,650,040 22,664,240 － －
 

(注)１．2022年８月５日付の譲渡制限付株式報酬としての新株発行により14,200株増加しております。これにより、

提出日現在の発行済株式総数は22,664,240株となっております。

２．提出日現在発行数には、2022年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

（２） 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 
（３） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

 

（４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年４月１日～
2022年６月30日

（注）１
47,000 22,650,040 17 2,116 17 2,108

 

(注)１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2022年８月５日付の譲渡制限付株式報酬としての新株発行により14,200株、資本金及び資本準備金がそれぞ

れ６百万円増加しております。

 
（５） 【大株主の状況】

   当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６） 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 50,200
 

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,543,200
 

225,432 －

単元未満株式 普通株式 9,640
 

－ －

発行済株式総数 22,603,040 － －

総株主の議決権 － 225,432 －
 

(注)　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権の数11個）含まれて

おります。また、「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、60株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ
埼玉県入間郡三芳町竹間
沢283－１

50,200 － 50,200 0.22

計 － 50,200 － 50,200 0.22
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,111 9,786

  受取手形及び売掛金 12,326 11,852

  電子記録債権 2,022 2,147

  商品及び製品 4,894 5,004

  仕掛品 433 332

  原材料及び貯蔵品 2,628 2,537

  その他 406 526

  貸倒引当金 △481 △31

  流動資産合計 31,341 32,155

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 24,867 25,059

   機械装置及び運搬具 22,672 22,652

   土地 7,740 7,814

   その他 6,187 4,972

   減価償却累計額 △37,024 △35,853

   有形固定資産合計 24,443 24,645

  無形固定資産 460 462

  投資その他の資産   

   投資有価証券 11,852 11,994

   退職給付に係る資産 1,476 1,510

   その他 741 1,190

   貸倒引当金 △10 △482

   投資その他の資産合計 14,060 14,213

  固定資産合計 38,965 39,321

 資産合計 70,306 71,477
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,195 6,527

  電子記録債務 3,347 3,880

  短期借入金 4,339 4,752

  1年内返済予定の長期借入金 811 775

  1年内償還予定の社債 10 10

  リース債務 283 274

  未払法人税等 572 506

  賞与引当金 644 322

  役員賞与引当金 11 13

  事業整理損失引当金 36 38

  その他 1,179 1,742

  流動負債合計 18,433 18,844

 固定負債   

  社債 40 40

  長期借入金 2,249 2,064

  リース債務 516 474

  退職給付に係る負債 255 283

  その他の引当金 48 52

  資産除去債務 34 34

  その他 432 340

  固定負債合計 3,577 3,289

 負債合計 22,010 22,134

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,098 2,116

  資本剰余金 2,091 2,108

  利益剰余金 42,629 42,658

  自己株式 △41 △41

  株主資本合計 46,778 46,842

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 584 515

  為替換算調整勘定 △221 838

  退職給付に係る調整累計額 694 677

  その他の包括利益累計額合計 1,057 2,031

 新株予約権 155 125

 非支配株主持分 304 343

 純資産合計 48,296 49,343

負債純資産合計 70,306 71,477
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 10,913 11,079

売上原価 8,769 8,996

売上総利益 2,143 2,082

販売費及び一般管理費 1,954 1,756

営業利益 188 325

営業外収益   

 受取利息 11 12

 受取配当金 20 19

 為替差益 219 588

 持分法による投資利益 130 91

 補助金収入 19 96

 その他 6 17

 営業外収益合計 407 825

営業外費用   

 支払利息 8 6

 社債利息 － 0

 減価償却費 0 3

 その他 0 3

 営業外費用合計 10 13

経常利益 586 1,137

特別利益   

 固定資産売却益 401 0

 投資有価証券売却益 1 3

 特別利益合計 403 3

特別損失   

 固定資産売却損 0 0

 固定資産除却損 2 2

 減損損失 3 －

 特別損失合計 5 2

税金等調整前四半期純利益 983 1,138

法人税等 △258 410

四半期純利益 1,242 728

非支配株主に帰属する四半期純利益 25 22

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,217 705
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 1,242 728

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △21 △68

 為替換算調整勘定 333 486

 退職給付に係る調整額 △14 △17

 持分法適用会社に対する持分相当額 473 590

 その他の包括利益合計 770 991

四半期包括利益 2,013 1,719

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,975 1,680

 非支配株主に係る四半期包括利益 37 39
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

該当事項はありません。
 

 

（会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

（税金費用の計算）

　当社及び一部の連結子会社の税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

　ただし、当該実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
 

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りについて）

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期

等を含む仮定について、重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

  受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

(2022年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 33百万円 27百万円
 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む 。）は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

   至 2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日

   至 2022年６月30日）

 減価償却費 492百万円 511百万円
 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年６月30日）

 １．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月18日
定時株主総会

普通株式 225 10.0 2021年３月31日 2021年６月21日 利益剰余金
 

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年６月30日）

 １．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 676 30.0 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金
 

 
（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 

　Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
　Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

 
前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年６月30日）

 
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントは印刷イ

ンキ事業のみであります。主たる収益を財またはサービスの種類別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

 印刷インキ事業

平版インキ 1,945

ＵＶインキ 5,094

その他インキ 1,666

その他 905

商品 1,302

顧客との契約から生じる収益 10,913
 

 
当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年６月30日）

 
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントは印刷イ

ンキ事業のみであります。主たる収益を財またはサービスの種類別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

 印刷インキ事業

平版インキ 1,727

ＵＶインキ 5,049

その他インキ 1,896

その他 848

商品 1,557

顧客との契約から生じる収益 11,079
 

 
各種類財又はサービスの特徴は、以下のとおりであります。

平版インキ

（オフセットインキ）

印刷方式の中でもっとも主流な方式であり、平らな形状の印刷版上の水（湿し水）と油

（インキ）が反発する性質を利用する方式であります。主な用途はポスター、パンフ

レット、カタログ、雑誌、チラシなどです。

ＵＶインキ

（紫外線硬化型インキ）

印刷後、ＵＶ（紫外線）を照射することにより、瞬時に硬化（乾燥）するインキで、乾

燥が速いこと、皮膜が固い性質が活用され、紙だけではなく、フィルム、金属に印刷さ

れます。主な用途は紙器、ラベル、カード、パンフレット、各種缶などです。

その他インキ 樹脂凸版インキ（フレキソインキ）、グラビアインキ等、上記以外の印刷インキです。

その他 機能性樹脂、ブランケットなどです。

商品 当社グループが製造した製品以外の売上であり、他社から購入した財・サービスです。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
 至 2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
 至 2022年６月30日）

(1)１株当たり四半期純利益（円） 54.08 31.27

（算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,217 705

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益（百万円）

1,217 705

 普通株式の期中平均株式数（株） 22,515,686 22,564,576

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益（円） 53.53 30.98

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する
　四半期純利益調整額（百万円）

－ －

　普通株式増加数（株） 227,670 215,517

　(うち新株予約権(株)) (227,670) (215,517)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
2022年８月10日

株式会社Ｔ＆Ｋ　ＴＯＫＡ

取締役会 御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　英志  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原山　精一  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｔ＆

Ｋ　ＴＯＫＡの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日か

ら2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｔ＆Ｋ　ＴＯＫＡ及び連結子会社の2022年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上

 
 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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